
主な⼀般会計歳出予算節別執⾏状況〔2020.4.1〜12.31〕
予算額（単位：千円） 執行額（単位：千円） 執行率

2,576,626 1,690,676 65.6%

7,608,106 5,601,075 73.6%

5,745,195 4,198,730 73.1%

3,008,490 2,248,464 74.7%

717,557 384,366 53.6%

253,994 77,851 30.7%

2,088 1,276 61.1%

6,802,555 3,989,927 58.7%

939,497 590,838 62.9%

56,364,889 42,001,843 74.5%

1,873,641 1,578,106 84.2%

14,979,274 12,054,149 80.5%

88,475 57,525 65.0%

349,757 186,100 53.2%

593,200 459,723 77.5%

58,864,412 50,994,600 86.6%

23,675,154 16,542,359 69.9%

3,436,647 3,295,665 95.9%

304,752 234,700 77.0%

9,709,042 4,793,599 49.4%

2,191,777 1,714,000 78.2%

4,642,591 4,582,640 98.7%

10,322 6,924 67.1%

204,741,679 157,288,535 76.8%

講演会等の講師謝礼、顕彰のための賞品・盾など

節名称
報酬
市議会議員に支払われる議員報酬や、執行機関及び附属機関等の委員に支払われる委員報酬など
給料
常勤職員に勤務の対価や勤務の反対給付として支給される
職員手当等
職員の扶養手当や通勤手当など給料を補完する目的で加給されるもの
共済費
職員の共済組合負担金や社会保険料など
報償費

自動車借上料や借地借家料等賃貸借契約に基づいて、その対価として支払われる金銭

旅費
出張等公務のために旅行する職員に対して支給する旅行に要する費用
交際費
市⻑、議⻑等が、行政上や本市の利益のために、団体を代表し外部と交渉するために要する経費
需用費
消耗品費や印刷製本費等物品（備品、原材料を除く）の取得及び修繕等に要する経費
役務費
郵便料や電話料、運搬料等役務の提供に対して支払われる経費
委託料
施設管理や設計・測量等各種事務事業を外部に委託して行わせた場合の対価として支出する経費
使用料及び賃借料

社会保障制度の一環として、生活困窮者等の生活維持を図るため支出される経費

工事請負費
土地・工作物の造成、製造・改造の工事、工作物の移転・除去工事に要する経費
原材料費
工事、生産及び工作のため消耗され又は築造物の構成部材となる材料の購入に要する経費
公有財産購入費
公有財産の取得のための経費
備品購入費
郡山市財産規則により、備品とされる物品を取得するための経費
負担金補助及び交付金
特定の事業、研究等を育成、助⻑するため負担することとなる経費
扶助費

自動車重量税など、一般私人と同様な立場で公租公課を受ける場合の経費

貸付金
地域住⺠の福祉増進を図るため貸し付ける経費
補償補填及び賠償金
行政活動により生じる損失の補償金、被った欠損を補う補填金及び他人に損害を与えた場合の賠償金
償還金利子及び割引料
地方債の元金償還金及び税収入等の過誤納金の還付金（過年度分）や地方債の利子、一時借入金の利子等
投資及び出資金
有価証券を購入するための経費や公益上の必要性から共同して事業を行う場合の経費
積立金
特定の目的のために設けられた基金等に対する経費
公課費
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郡山市財務部財政課

※予算額は、令和２年12月31日時点で当初予算額、繰越予算額、補正予算額を合算した金額。
※災害補償費、恩給及び退職年金、操出金は、執行目的や執行時期等が限定されるため、また予備費は、執行率になじま
ないため執行率算定から除いています。

予算額の大きい原子力災害によ

る除去土壌等搬出事業の委託料

等の執行等による

主に情報システム維持管理費等

システムの年度当初の契約によ

るものが多い

富久山クリーンセンターなど

の災害復旧工事の発注が多い

消防ポンプ車4台の購入による

執行額が大きい。今後テレワー

ク用のPC購入等を見込む

特別定額給付金の

執行による

概ね四半期均等と

なる執行
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４〜６月 ７〜９月 10〜12月

49.4％

概ね四半期
均等

コロナ感染症拡大によるイベント・
出張等の中止による。

概ね四半期均等

地方債償還を年２回で行う。
（9月・3月）


